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次のとおり随意契約の相手方を決定した。
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随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

愛媛県広域災害・救急等医
療情報システムの使用及び
運用保守

愛媛県保健福祉部社会
福祉医療局医療対策課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和３年４月１日
株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・データ
東京都江東区豊洲三丁目
３番３号

２，８１６，０００円
（月額）

地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による。

毎週（火・金）曜日発行 第２０７号 令和３年５月１８日

令和３年５月１８日火曜日 第２０７号
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�愛媛県告示第６５６号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る令和３年度の事業計画を、令和３年４月１日次のとおり定めた。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６５４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６５５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール今治新都市 今治市にぎわい広場
１番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

イオンリテール株式
会社
ほか５０者

イオンリテール株式
会社
ほか４８者

令和３年
３月１９日
ほか

令和３年
４月３０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今

治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

よつば薬局 西予野村店 西予市野村町野村１１号１１
７－８

よつばメディカルサービ
ス株式会社

八幡浜市江戸岡一丁目７
番１５号 武 智 博 志 薬局（育成医療・

更生医療）
令和３年
５月１日

今治センター薬局 今治市別宮町７丁目４０３
番地３

一般社団法人 今治薬剤
師会

今治市高市甲２６６－１
カモ調剤薬局内 鴨 頭 隆 志 薬局（育成医療・

更生医療）
令和３年
５月１日

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

松 山 市

西垣生地区（南
部） 令和４年３月３１日まで 地籍調査

西垣生地区（北
部） 〃 〃

今 治 市

郷六ヶ内町２丁目
等４単位区域 令和４年３月３１日まで 地籍調査

八町西１丁目等４
単位区域 〃 〃

下畑地の第１１ 令和４年３月３１日まで 地籍調査

高串の第７ 〃 〃

宇 和 島 市
高串の第８ 〃 〃

下畑地の第１２ 〃 〃

高串の第９ 〃 〃

高串の第１０ 〃 〃

八 幡 浜 市

浜田町・大正町 令和４年３月３１日まで 地籍調査

日土町梶谷岡の一
部 〃 〃

本町・千代田町 〃 〃

矢野町・神宮前・
桧谷の一部 〃 〃（概況調査）

新 居 浜 市

保土野の一部 令和４年３月３１日まで 地籍調査

庄内町の一部、�
保田町の一部 〃 〃

�保田町一丁目、
�保田町二丁目 〃 〃

保土野の一部第２ 〃 〃

八雲町 〃 〃（概況調査）

泉宮町 〃 〃（概況調査）

西 条 市

千町の第一・藤之
石の第一 令和４年３月３１日まで 地籍調査

千町の第二・藤之
石の第二 〃 〃

菅田第４計画区 令和４年３月３１日まで 地籍調査

菅田第５計画区 〃 〃
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�愛媛県告示第６５８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

船木泉川（池田池）土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び

退任した旨の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６５９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市氷見土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

�愛媛県告示第６５７号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

大 洲 市 菅田第６計画区 〃 〃

菅田第７計画区 〃 〃

宇津第７計画区 〃 〃

四国中央市

富郷町津根山３ 令和４年３月３１日まで 地籍調査

富郷町津根山４ 〃 〃

川滝町下山・領家
６ 〃 〃

金生町山田井１２ 〃 〃

川滝町下山・領家
７ 〃 〃

富郷町津根山５ 〃 〃

土居町上野・畑
野・浦山１ 〃 〃

松 前 町 浜（新立）第２地
区 令和４年３月３１日まで 地籍調査

随意契約に係る物品等又
は特定役務の名称及び数
量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

えひめ電子入札共同システ
ム保守管理業務

愛媛県出納局会計課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和３年４月１日

富士通Ｊａｐａｎ株式会
社愛媛支社
支社長 黒田 和彦
愛媛県松山市永代町１３番
地

５９，９５０，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第２号の規定による。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 鴻 上 守 新居浜市船木８番地の２

〃 石 村 徳 次 新居浜市船木２０３８番地

〃 � 橋 照 雄 新居浜市船木甲２５４０番地の１０

〃 秦 正 司 新居浜市船木４４４９番地の５

〃 宇 野 彰 洋 新居浜市船木甲１２２７番地の１

〃 仙 波 憲 一 新居浜市船木２７２１番地

〃 神 野 伸 二 新居浜市船木甲３８８３番地

〃 矢 野 重 明 新居浜市船木３０１６番地

〃 合 田 卓 三 新居浜市船木甲５２８１番地の３

〃 本 田 清 正 新居浜市船木甲５０５２番地の２

〃 田 中 芳 紀 新居浜市船木甲４８６５番地

〃 藤 田 千 俊 新居浜市船木４３６７番地の２

〃 石 川 淳 仁 新居浜市東田２丁目甲１３７７番地の１

〃 伊 藤 辰 彦 新居浜市東田１丁目甲８２９番地の１

〃 田 坂 一 博 新居浜市光明寺１丁目甲４３３番地の１

監 事 神 野 隆 義 新居浜市船木１９７５番地

〃 山 路 和 男 新居浜市船木１４２１番地の２

〃 鴻 上 章 司 新居浜市船木甲４７７７番地の１

〃 篠 原 � 典 新居浜市光明寺１丁目甲３９６番地の２

〃 秦 正 司 新居浜市船木４４４９番地の５

〃 宇 野 彰 洋 新居浜市船木甲１２２７番地の１

〃 仙 波 憲 一 新居浜市船木２７２１番地

〃 鴻 上 勝 義 新居浜市船木３１２５番地

〃 神 野 伸 二 新居浜市船木甲３８８３番地

〃 篠 原 浩 司 新居浜市船木甲５２８２番地の３

〃 本 田 清 正 新居浜市船木甲５０５２番地の２

〃 田 中 芳 紀 新居浜市船木甲４８６５番地

〃 藤 田 千 俊 新居浜市船木４３６７番地の２

〃 石 川 淳 仁 新居浜市東田２丁目甲１３７７番地の１

〃 伊 藤 辰 彦 新居浜市東田１丁目甲８２９番地の１

〃 田 坂 一 博 新居浜市光明寺１丁目甲４３３番地の１

監 事 深 川 弘 光 新居浜市船木２５８８番地の１

〃 神 野 是 美 新居浜市船木３９５６番地の２

〃 合 田 卓 三 新居浜市船木甲５２８１番地の３

〃 石 川 剛 新居浜市東田２丁目１７２０番地の２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 鴻 上 � 勝 新居浜市船木甲６０番地

〃 石 村 徳 次 新居浜市船木２０３８番地

〃 � 橋 照 雄 新居浜市船木甲２５４０番地の１０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 安 藤 英 利 西条市氷見丙９８２番地１０

〃 一 色 宣 博 西条市氷見丙４８２番地２

〃 伊 藤 秀 雄 西条市氷見丙１１番地６

〃 小 林 政 美 西条市氷見乙１４８３番地

〃 � 木 則 男 西条市氷見乙１０８９番地

〃 戸 田 辰 雄 西条市氷見甲１９８番地

〃 松 本 真一郎 西条市野々市１１５番地１

〃 矢 葺 節 雄 西条市氷見乙２６７番地１
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�愛媛県告示第６６０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市氷見土地改良区の定款の変更を認可した。

令和３年５月１８日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

�������
�愛媛県告示第６６１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市樋口土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出があ

った。

令和３年５月１８日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

就 任

�������
�愛媛県告示第６６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市松瀬川土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出が

あった。

令和３年５月１８日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

就 任

�������
�愛媛県告示第６６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

就 任

退 任

�愛媛県告示第６６４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 渡 部 義 文 西条市氷見乙１９３３番地

〃 � 橋 保 雄 西条市氷見乙１７４９番地８

〃 日 野 優次郎 西条市氷見乙８０６番地１

監 事 丹 彦佐衛門 西条市氷見甲１５０番地

〃 斉 藤 正 史 西条市氷見甲２２２番地

〃 今 井 貞 美 西条市氷見乙１２０３番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 安 藤 英 利 西条市氷見丙９８２番地１０

〃 一 色 宣 博 西条市氷見丙４８２番地２

〃 伊 藤 秀 雄 西条市氷見丙１１番地６

〃 伊 藤 伸 吾 西条市小松町新屋敷甲２８４４番地１

〃 � 木 則 男 西条市氷見乙１０８９番地

〃 戸 田 辰 雄 西条市氷見甲１９８番地

〃 松 本 真一郎 西条市野々市１１５番地１

〃 矢 葺 節 雄 西条市氷見乙２６７番地１

〃 渡 部 義 文 西条市氷見乙１９３３番地

〃 � 橋 保 雄 西条市氷見乙１７４９番地８

〃 丹 幸 臣 西条市氷見甲４５１番地

監 事 丹 彦佐衛門 西条市氷見甲１５０番地

〃 越 智 廣 西条市氷見丙５６２番地

〃 今 井 貞 美 西条市氷見乙１２０３番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 水 田 博 道 東温市樋口１２２４番地

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 藤 岡 正 東温市松瀬川１６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 中 昭 夫 東温市下林甲１５５３番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 中 良 純 東温市下林甲２０２７番地５

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第１０２２３号 平成２８年
７月２１日 中野建設 中野 正雄 松山市永代町５－２ 令和３年

４月１２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２）第１８４４１号 令和２年
４月３日 �Ｎｅｘｕｓ Ｌｉｎｅ 川畑 里美 松山市柳原２３ 令和３年

４月２２日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２）第１１９４４号 令和２年
６月１６日 �池建設 池田 新二 松山市権現町甲８４３－３ 令和３年

４月２６日 大工工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－３０）第１８１８４号 平成３０年
１０月２３日 岩井工業� 岩井 敏巳 松山市北吉田町１２４２－２ 令和３年

４月２８日

土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
水道施設工事業
解体工事業

建設業の廃止
（一部）
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�愛媛県告示第６６５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

河辺国営開発土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

退 任

�愛媛県告示第６６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 稲 田 秀 一 大洲市河辺町横山８０番地

〃 谷 本 福 雄 大洲市河辺町山鳥坂１７００番地

〃 大 森 正 壽 大洲市河辺町川上１９９３番地

〃 田 中 高 男 大洲市河辺町川崎１４２８番地

〃 河 野 英 昌 大洲市河辺町河都２０５８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 稲 田 秀 一 大洲市河辺町横山８０番地

〃 谷 本 福 雄 大洲市河辺町山鳥坂１７００番地

〃 大 森 正 壽 大洲市河辺町川上１９９３番地

〃 田 中 高 男 大洲市河辺町川崎１４２８番地

〃 河 野 英 昌 大洲市河辺町河都２０５８番地

監 事 菊 地 稔 大洲市河辺町川崎８２０番地

〃 重 岡 義 勝 大洲市河辺町横山３６７番地

監 事 菊 地 稔 大洲市河辺町川崎８２０番地

〃 長 岡 盛 光 大洲市河辺町川崎２５０４番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線 大洲市蔵川乙１４８７番５

旧 ５．７～７．３ ０．００９

新 ７．６～８．４ ０．００９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線 大洲市蔵川乙１４８７番５ 令和３年５月１８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 蔵川大谷線 大洲市蔵川乙１６９２番２

旧 ４．５～５．１ ０．０３９

新 ５．１～７．７ ０．０３９
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監査委員告示

教育委員会公告

�愛媛県監査委員告示第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３２第１項の規定に

よる協議が調ったので、同条第２項の規定に基づき次のとおり告示

する。

令和３年５月１８日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 森 � 康 行

同 � 橋 正 浩

同 毛 利 修 三

�公 告

令和４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

令和４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

令和３年５月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

� 県内会場

区 分 期 日 場 所

小学校教員 令和３年７月１７日�から
１８日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）

中学校教員（各教
科）

令和３年７月１７日�から
１８日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

令和３年７月１７日�から
１８日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 令和３年７月１７日�から
１８日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 令和３年７月１７日�から
１８日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

� 県外会場

区 分 期 日 場 所

全区分 令和３年７月１７日�から
１８日�まで

○東京会場
ＣＩＶＩ研修センター
秋葉原
（東京都千代田区神田
須田町１－５－１０）
○大阪会場
天満研修センター
（大阪府大阪市北区錦
町２－２１）

注１ 試験区分間の併願は認めない。

２ 試験場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

令和３年５月１８日（火）から６月７日（月）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）第９条各号のいずれにも該当し

ない者

� 試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状

を除く。）を有する者又は令和４年３月３１日までにこの免許状

を取得する見込みの者で大学等で証明が得られるもの（社会人

特別選考により志願する者にあっては、教員免許状を有しない

者で、令和４年３月３１日までに愛媛県教育委員会が実施する教

育職員検定に合格し特別免許状の授与が見込まれるもの）

� 昭和３７年４月２日以降に出生した者

５ 受験申込手続及び試験方法

令和４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ

せること。

＜問合せ先＞

志 願 種 別 宛 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 蔵川大谷線 大洲市蔵川乙１６９２番２ 令和３年５月１８日

包 括 外 部 監 査 人 木 本 敦 の

監 査 の 事 務 を 補 助 す る 者

監 査 の 事 務 を

補 助 で き る 期 間氏 名 住 所

塚 本 秀 和 香川県丸亀市風袋町９番地２ 令和３年５月１８日から
令和４年３月３１日まで

高須賀 経 愛媛県松山市柳井町２丁目７８
番地６

令和３年５月１８日から
令和４年３月３１日まで
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養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２

栄養教員志願者 愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

�愛媛県選挙管理委員会告示第４０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 公職の種類
（第１号） 届出年月日

代 表 者 会 計 責 任 者

立憲民主党愛媛県第１区総支部 友 近 聡 朗 渡 部 昭 松山市大手町一丁目１－６ 衆議院議員 令和３年４月８日

国民民主党愛媛県第２区総支部 石 井 智 恵 石 井 悳 子 松山市味酒町三丁目９ 衆議院議員 令和３年４月１２日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

藤木しんや愛媛県後援会 西 本 滿 俊 岡 本 明 郎 松山市南堀端町２－３ 令和３年４月１日

田中繁則後援会 田 中 繁 則 袋 瀬 新 恭 八幡浜市川上町川名津甲６４９ 令和３年４月２６日

�愛媛県選挙管理委員会告示第４１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県農政同
志会支部 西 本 滿 俊 会 計 責 任 者 岡 本 明 郎 森 田 誠 一 令和３年４月１日

自由民主党愛媛県郵政政
治連盟支部 横 山 陽 彦 代 表 者 横 山 陽 彦 亀 井 慎 滋 令和３年４月１日

会 計 責 任 者 村 井 貴 子 宮 崎 泰 行

自由民主党愛媛県土地改
良支部 篠 原 実 主たる事務所の所在地 松山市松末二丁目６－３ 松山市古川北四丁目１０－１４ 令和３年４月２６日

会 計 責 任 者 石 山 啓 二 横 山 定 雄

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

佐伯利彦後援会 佐 伯 元 信 代 表 者 佐 伯 元 信 佐 伯 安 喜 令和３年２月１日

愛媛司法書士制度推進連
盟 泉 川 孝 三 会 計 責 任 者 松 並 直 人 光 田 正 令和３年２月２７日

愛媛県農政同志会 西 本 滿 俊 会 計 責 任 者 岡 本 明 郎 森 田 誠 一 令和３年４月１日

愛媛県商工連盟連合会宇
和島支部 有 間 義 恒 会 計 責 任 者 岩 村 保 昌 二 宮 辰 行 令和３年４月１日
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公営企業告示

公営企業公告

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第４２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第４３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定に

より、次のとおり同項第２号の規定による資金管理団体でなくなっ

た旨の届出があった。

令和３年５月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年５月１８日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県商工政治連盟 村 上 友 則 主たる事務所の所在地 松山市南�米町４０１－３ 松山市宮西一丁目５－１９ 令和３年４月１日

向田まさひろ後援会 米 井 富 春 会 計 責 任 者 松 岡 勝 美 門 田 弥 令和３年４月２日

市民がつくる政治の会愛
媛支部 若 林 香菜子 政 治 団 体 の 名 称 市民がつくる政治の会愛媛支

部 日本母親連盟愛媛支部 令和３年４月４日

いしいともえと楽しく未
来を語る会 石 井 智 恵 国会議員関係政治団体の

区分

法第１９条の７第１項第１号及
び第２号に係る国会議員関係
政治団体
公職の種類（第１号）
衆議院議員
公職の候補者の氏名及び公職
の種類（第２号）
石 井 智 恵
衆議院議員

国会議員関係政治団体以外の
政治団体 令和３年４月１２日

村上常雄後援会 井 上 光 子 代 表 者 井 上 光 子 清 水 関 弘 令和３年４月２３日

会 計 責 任 者 村 上 美智子 菊 地 信 幸

愛媛県土地改良政治連盟 篠 原 実 主たる事務所の所在地 松山市松末二丁目６－３ 松山市古川北四丁目１０－１４ 令和３年４月２６日

会 計 責 任 者 石 山 啓 二 横 山 定 雄

松木崇後援会 藤 本 秀 行 会 計 責 任 者 工 藤 聖 大 本 雅 代 令和３年４月３０日

�愛媛県公営企業告示第９号
次のとおり落札者を決定した。

令和３年５月１８日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

堀 江 幸 二 後 援 会 堀 江 孝 子 令和３年３月１２日

坂 本 く み を 応 援 す る 会 坂 本 � 美 令和３年４月１日

稲 本 た か と し 後 援 会 谷 野 文 子 令和３年４月２０日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 資金管理団体でな
くなった年月日

坂 口 直 樹 坂 口 直 樹 後 援 会 令和３年４月２６日

坂 口 直 樹 後 援 会 坂 口 直 樹 令和３年４月２６日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

一般撮影システム １式
（県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和３年４月１５日
株式会社サンメディカ
ル
愛媛県宇和島市御幸町
一丁目２番１３号

５０，９０８，０００円 一般競争入札 令和３年３月５日
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正 誤

生体情報モニタリングシステムの購入

� 購入物品名及び数量

生体情報モニタリングシステム １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和３年７月３０日（金）

� 納入場所

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和３年６月２８日（月）午前９時から同月３０日（水）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。

� 開札の日時及び場所

令和３年６月３０日（水）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和３年６月１５日（火）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Biological information monitoring system，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，３０ June２０２１

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�正 誤

令和３年３月３０日付け第１９３号愛媛県規則第４５号（愛媛県老人福

祉法施行細則の一部を改正する規則）中
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ページ 箇 所 誤 正
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改正後欄中
様式第２９号

様式第２９号（第１８条関
係） 措置結果報告書

様式第２９号（第１８条関
係） 措置結果報告書

改正前欄中
様式第２９号

様式第２９号 様式第２９号

令和３年５月１８日 発行




